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ず,戦 略的提携に関する多 くの既存研究は,提携関係の成立 ・形態や提携成功
の条件に関心を集菊てお り,提携のダイナ ミクスを捉える研究はまだ少数に止
まっている(D・z[1996])。資源依存理論は,組織 と他組織との相互作用を論






Hamelを始め とす る資源 ・能力 アプローチは,学 習メカニズムの解明に
よって.戦 略的提携の動態的分析を可能にした。 しか しながら,このアプロー

















存理論に基づ く動態的分析の可能性を検討す る。第W節 においては,資 源依存









＼ によって決め られる。 企業 の意図 は提携 を学習の場にす る意欲で あ り,透 明性 は提携 における企
業の情報の公開程度であ り,吸収能力は提携相手か ら学習で きる能力を指 している。
2)こ れ に つ い て.吉 田[】987】,吉田[19881,
い 配,





























依存 の両 アプローチの統 合が図 られ るよ うになった3,。Th・mps・n[1967]は最
初 に両 アプローチを接 近させた,,組織 と環境構成者の関係 が交換か ら生 じ.交
換す る資源 が重 要で あればあ るほ ど依存が発 生す る と述べた。Thompsonの
試み は主 にパ ワー依存 アプローチに依拠す るものであ り,両 アプローチの統合
は まだ 十 分 で は な か った。 統 合 の 試 み で はAdamek&Lavin[1975]や,
Schmidt&Kochan[1977]による研究が挙 げられ る。後者 の研究 においては.
組織 間における利益認知の格差 によって.交 換か パワー依存かのいず れの関係
が生ず る とい う論理で両 アプローチの統合 を試みた。 しか し,こ れ らの研 究は,
交換 アプローチの修正 に留 まることや,利 益 の認知 とパ ワーが どのよ うな関係
にあ るのか が考察 されて いない ことか ら,交 換 アプ ローチ とパ ワー依存 アプ
ローチはまだ統合 には至 ってい なか った。
、上記の研究で はパ ワー と交換 との関係が不 明確で あ ったが,Aldrich[1979]
は よ り明確 に両 アプローチの統合 を図 った。Aldrk:hの試み は2つ の側 面か ら
説明で きる。1つ は,資 源 を媒介 として,パ ワー依存 アプローチか ら交換 アプ
ローチ に接近す る とい う側面で ある。Aldrichによる と,重 要な資源の所有が
パ ワーの基 礎 を提供す る とい うこ とを理論化す れば,Emersonのバ ワー依存
アプローチの観点には.交 換 アプローチの概 念が実際には取 り入れ られてい る
と言 える。交換 アプローチにおげる交換 を決め る条件 として,第1に,組 織 目
標や資源需要であ る,第2に,組 織の外部か ら資源を獲得 す る可能性,第3に,
組織 間 ドメイ ン ・コンセ ンサスの度合いが挙げ られ る。そのなかで,第1条 件
と第2条 件 がEmersonの概念 に和当す る。言 い換 えれば.第1の 条件 は,組
織 間の労働配分 の結果であ り,こ れは組織がすべての資源 を内部で生 み出せな
いため,通 常 に交換が行われ ることを意 味す る。第2の 条件 は,EmersOI1の
い う代替 的な供給源 の存在 を意味 し,資 源 の代替的供給源が ない場合.依 存が
発生す る,と い うことになる。
3)以 下,交 換 アプロー チとパワー依存アプ ローチ との統合 につ いての説明 は,赤 岡[1981]や,
吉 田[1987]、李 「2〔)OO]などによるところが多い.
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もう1つ,AldrichはBlau[1964]の枠組みか ら両 アプ ローチの統 合 を図っ
た。 後で詳 しく述 べ るが,Blauは組織 が独立で きる条件 と して,戦 略的資源
に対す るコ ン トロール,代 替的 な資源供給 者の存在,強 制力 の使用,供 給 者が
支 配 している資源 の必要性 を無 くす ことの4つ を提示 した。 この枠組み を若干
修正 した うえ,組 織 の独立条件 と他組織のパ ワー維持 の対抗行動 によって組織
間構造 の変動 を もた らす とAl(lrichは述 べた。従属組織 をA、 バ ワーを握 る
組織 をBと す る と,Aが 独立策 を1つ も行使 せず,か つBがAに 対 してすべ て
のバ ワー維持策 を行使 した場合.AはBに 完全 に依存 している。 しか し,こ れ
は極端 な例で ある。 よ り通常な状況では,組 織 問のパ ワー維持策 ・対抗行動が
混在 し交換 関係 にも依存が潜在化 している といえ る。 この ように,Aldrichは
資源 を媒介 とし,か つ交換関係 にも依存が潜在 化 しているとい う説明 によ り,
交換 アプローチ とパワー依存 アプローチを統 合 した,、
m組 織間関係の変動と動態的分析の可能性
1組 織間関係の決定要因
資源依存理論 によると,組 織問関係 は資 源の交換 をめ ぐる依存関係 に起因す
る,、ある組織の必要 な資源 を他組織が コン トロールす る場合,当 該組織 の他組
織へ の依存性が発生す ると考え る。 この依存性か ら,他 組織の当該組織 に対す
るパ ワーが生 じることにな る。
それで は,資 源 をめ ぐる組織間の依 存関係 はいか に規定 され るのか。 これ に
つい て,Thompson[1967]はEmers・nを基礎 に.組 織が タス ク環境構成者 に
依存す る状況 と して,第1に 環境 構成 者の資源 ・成果 に対す る需要の強度 に比
例す る1第2に ほかの環境構 成者 が1司じ資 源 ・成果 を提供で きる能力 に反比例
す ることを挙げた、,
Pfeffer&Salallcik[1978]による と,資 源 を媒介 とした依 存の決定要因 とし
て,次 の3つ が挙げ られ る。第1の 要因は,資 源の重 要性(impor色anc{∋)であ
る。資 源の重 要性 は,資 源 の相対 的な取 引量 と,資 源 の緊要性(criticality)
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の2つ の指標 がある。前者 は特定資源の取 引の量が取 引され る全資源 の総量 に
占め る率で示 してお り,後 者 は組織 がその資源 な しで存続 してい く能:力と関係
してい る。 第2の 要 囚は,他 組織の資源 に対す る 自由裁量(discretion)であ
る。他組織 の資源 に対す る自由裁量 に影響 を与 える要因 として,資 源 の保有,
資源へのア クセス.資 源 の使用の状 態,資 源 の コン トロールに関す る法や社会
的規範 が挙 げ られ る。 第3の 要 因は,資 源 コ ン トロー ルの集 中度(concent-
ratio血)である。 これ は,組 織 が同 じ資源の提 供者 を変 更で きる程 度を指 して
いる,,それは,同 じ資源 の提供者の数 と,資 源 コン トロールが集 中され る程度
によって決め られる。 これ らの要因は依 存への関数 としてみ ることがで きる。
また,資 源の重要性 および,資 源 に対す る自由裁量 と資源 コン トロールの集 中
度が同時に依 存を決定す る。
ま た,前 に も述べ た ように,Aldrich[1979]はBlauの枠組 みか ら,組 織
が他組織 か らの独 立で きる条件 を4つ 提 示 した 。1第1に,戦 略的資源 に対す
るコ ン トロールであ る。 第2に.代 替 的な資源供給 者 の存 在であ る。必要 な
資源 の入手方 法が他 にある場 合,そ の資 源 を持つ 組織 に対 して 自らの交渉 ス
タンスを向上 させ,取 引 の中止 とい う最終的 な交 渉手段 も実行可 能にな る。
第3に,強 制力 の使用で あ る。他組織 への依存 に応 じない ようにす るた めに.
組織 が法や行 政的制裁,さ らに暴力 の行使 によ って 白らの独立 を獲 得す る。
第4に,供 給 者 が支 配 して い る資 源 の必 要 性 を無 くす こ とで あ る。必 要性
(essenlialitv)1}は,ある組織 の 目標や技 術,活 動 体 系が環境 お よび過 去 の発
展 パ ター ンに制約 され る程度 によ って決 まる。例 えば,技 術 は労働 集約 的か.
資本集約 的か といった点で ある、資源 の必 要性 を無 くす手段 として は,組 織
の 目標や技術 の変更 があ る。上記 の4つ の条件 は組織 の 自律性 を維持す る も
ので あるが,そ れ を裏返せ ば,組 織 が他組 織 に対 してパ ワーを持 つ条件 とも
考 えられ る,、















組織 は他組織 との依 存関係 に入ったあと,自 らの 自律 性を確保す るために,
他組織 に対 して積極的 に対処 して い く。 それ について,ThOmpson[1967]や
Pfeffer&Salancik[1978],Aldrich[1979]は組織 間依存 の問題 を解 決す る組
織 間調整機 構が存 在す る と指 摘 した。Thompsonは,依存関係 のマ ネ ジメ ン
トと して競争 戦略 と協 調戦略 を取 り上 げた。競争戦略 は代替 的要因 の保 有 に
よって,特 定 の他組織 にパ ワーが集中す ることを防 ぐ対策であ る。それ に対 し,
協調戦略 は組織が環境 と契約を結ぶ ことによ って,パ ワーを獲得 しようとす る
戦略で ある。組織 の依存調整戦略 につ いて,Pfeffer&Salancikは3つの戦略
があ ると述べた。第1に,依 存を吸収 し自律化 を維持す る戦略であ る。例 えば,
合併や多角化が挙 げ られる。第2に.依 存 と協力が共存す る協調 戦略であ る。
契約の締結,役 員兼任,提 携 といった形態が この戦略に該 当する。第3に ,ロ






よって,内 部資源戦略,二元的対外戦略.ア クション ・セットの3つの戦略に
分類 した。内部戦略は組織内部の変化で対応する戦略であり.目標管理や差別
化戦略が挙げられる。二元的対外戦略は他組織 との協力と交渉が共存する戦略






2)翻.織問 にお けるパ ワー関係 ・バ ワー構造の変動
資源依存理論 によると,組 織 は自律性を保つために,他 組織へ の依存 を回避
す る、F他方,組 織 は 自ら必要資源 を確保 しなが ら,他 組織 へのパ ワーを強 めよ
うとす る(Benson[1975』,Aldrich[1979])。バ ワーを多 く保持す る側が交渉
におけ る交換比率 と相互作用 の形式 の決定 に影響力 を もつ ことにな るため71,
組織 はなるべ く他組織 に対 してパ ワーを拡大 しよ うとす る。 また,一 方の組織
の行動 が他 方の組織 の反作用 を生む。組織 の自律性 に変化が生ず る,あ るいは
自律性が低 い と認知 され る場 合,組 織 は 自律性 の回復 に向けて環境 に対 して働
きか けは じめる。 反対 に,そ の組織 に対 して パ ワーを持つ組織 は,自 らのパ
ワー優位性を維持 する対抗策 を講 じる,、
こう した組 織間の相互対応 の過程 を捉 えた のは,Aldri(1H1979]であ った。
前述 した ように,AldrichはBlauのい う組織 の独立 条件 を川 いて,資 源依存
アプローチか ら組織間のパ ワー変動 を脱明 した。彼 によると,組 織Aは 組織B
への依存 を回避す るため に.独 立条件 に対 して操作 を行 う。一方,BはAの 独
立条件 に対応す る対抗策 として,①Aの コ ン トロー ルす る資源 に対す る無関
7)C・k[1977]PP,66-67.
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心,② 代替的資源に対するコントロール,③ 法 ・命令に対するコントロール,
④ 価値体系を操作す る能力およびイノベーションのコン トロールを行う。B


























とい う変異は時間に伴って発生す ると考えられる。 このように,組 織間の依
存 ・パワー関係は固定的なものではなく,様々な条件の変化によって経時的に
変化し続けるといえる。













つ動態的に分析 した。彼によると.パ ワー優位を有す る側が自らに有利になる
条件を交換相手に対して課す ことができるようになる。そのため.組織は交換
関係の形成や交渉条件を有利に変化させるため,自 らのパワーを高めて交渉に
臨む.他 組織に対するバワーの優位は,資源の必要性,資 源の代替性,資 源の
集中性.イ デオロギーといった要因によって決まるが.バ ワー保持のための,















では,① 企業が合弁を行う動機 ② 親会社間のバーゲニング ・パワー状態,
③ 親会社 と合弁子会社との問の関係,④ 提携の変動をもたらす要因などの構
成要素が取 り一ヒげられた。また,Yan&Gray[1994]は,親会社間のパワー
が合弁会社のコントロール構造やパフォーマンスに影響を与えるダイナ ミック
な側面を考察 した。その分析枠組みは,バ ーゲニンク ・バワーの決定要因や コ





















焦点組織の立場に立って分析を行う。 しか し,焦点組織に焦点を絞 りなが らも,
戦略的提携における組織間の構造の変動を考察する際 他組織の行動は変動を
及ぼす要因になって くる、,したがって,分析枠組みでは,分析の主体は焦点組






























資源の代替性,イ デオロギーが挙 げられ る。組織間関係 は,こ の4つ の要因に
よ って規定される。
3組 織間関係成立の際の初期状況
Doz[1996]の議 論 に従 えば,動 態 的分析 を行 う場 合,提 携成立 の初期 状況
と,成 立後 の状況,ま た2つ の状況の相互作用 を考慮す ることになる。 まず,
戦略 的提携 の成立 の初期状況 について,こ こでは,交 渉に人るための企業の パ
ワー ・ベースを考 え る(第1図 の①)。戦略的提携 とい う組織 間関係 の交 渉 に
おいて,原 則的 に相手企業の必要な資 源を所有す ることが交渉の前提 となる。
この よ うな相手 に とって決定 的 な資 源 を供 給 す る能力 は,交 渉 のた め のバ
ワー ・ベー スを成す(Salancik&Pfeffer[1974])。また.パ ワー ・ベー スは




[1979]によると、組織間関係 において,組 織は他者か ら白律性を維持するた
めに,パ ワーを持つ他組織に対 して操作を行う。従属する組織の自律化の試み
と,パ ワーを保持 しようとする組織の対応策がぶつか り合 う中で,両組織の組
織間関係は変動する。言い換 えると,組織間関係に影響を与える要因は,組織
の自主的な働きかけである,、さらに,パ ワー格差が認知されたあと,組織問の







の段 階のパ ワー変動 を もたらす。以Lの プロセスはスバ イラルのよ うに段 階的
に進んでい くことか ら,第1図 の④ の ように示す ことがで きる。 このスパイ ラ
ル ・プロセスを時系列的に捉えることによって、提携企業問の資源交換に伴 う













8)雛 形交渉につ いては・赤岡[19681の議論 を参 照された い。 雛型交渉 とは,一 般 に基幹協約
(keybarga血n〉と呼 ばれる協約 を スタンダー ドあるいは見本 とし,こ れを参照 しながら行われる
労働協約 の交渉であ る、 アメリカの団体交 渉において,熟 練工のみの労働組合はかつて強力であ
り.雇 主は労働組合のバ ワー と賃上げの要求を恐れて.労 働組合のパ ワー を削減 しようとする。
一方 ,労働組合 は賃 上げの交渉を勝ち取 るために自らのパワーを向上 させ ようとす る。雇主ば熟
練工 の職務へ の細分化 によって熟練工 と不熟練工 の問の代替性 を創造 し,工 場 にお ける熟練工の
比率 を減 らした,、これ に対 し,労働組合は不熟練工 の組織化 による労働力 の集 中を行い・産業 ご
とに組合を形成 した。そ して,雇 主は企業ご との管理 を強化 することによって,労 働市場の企業
別の分断をすすめ,組 合 を無力化す ことをはか った。それに打繋 を受 けた労働組含 は,労 働市場
の水平的統一を行お うとした.団 体交渉 においては,雇 主が企業別 交渉をt張 した ことに対 し.
労働組合ほ産業別統 …交渉を要求 した。その結 果,労 働組合は雛型交 渉を用い た・雇主 の主張す










第2に,分 析枠組みは第1図 のように提示 した、,分析枠組みの中心概念は,
組織間関係のパワーの決定要因にある。その決定要因として.資源の必要性,
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